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証券コード 5802
　

平成29年６月６日
　
株 主 各 位

大阪市中央区北浜四丁目５番33号

社 長 松 本 正 義
　

第147期定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素はご高配を賜わり厚くお礼申し上げます。
さて、第147期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席下さいますようご通知
申し上げます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面又は電磁的方法（インターネット等）により議決権を
行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討下さいまして、
３頁の【議決権行使のご案内】に従って、平成29年６月27日（火曜日）午後５時15分までに
議決権をご行使下さいますようお願い申し上げます。

敬 具
記
　

１．日 時 平成29年６月28日（水曜日）午前10時
２．場 所 大阪市北区梅田二丁目５番25号

ザ・リッツ・カールトン大阪 ２階「ザ・グランド・ボールルーム」
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３．会議の目的事項
報告事項
１．第147期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事業報告、連結計算書類並
びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第147期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）計算書類報告の件
決議事項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役３名選任の件
第３号議案 監査役２名選任の件
第４号議案 取締役賞与支給の件

以 上

　

・株主様の代理人によるご出席の場合は、代理人は議決権を有する他の株主様１名とさせて
いただきます。（その際、株主様ご本人の議決権行使書用紙とともに、代理権を証明する
書面をご提出下さい。）

・本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の「連結注記表」及び計算書
類の「個別注記表」につきましては、法令及び定款第15条の規定に基づき、当社ホーム
ページ （http://www.sei.co.jp/ir/）に掲載しておりますので、本招集ご通知添付書類
には記載しておりません。したがって、本招集ご通知に添付しております連結計算書類及
び計算書類は、監査役及び会計監査人がそれぞれ監査報告及び会計監査報告を作成するに
際して監査をした連結計算書類及び計算書類の一部であります。
・株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類について、株主総会の前日
までに修正をすべき事情が生じた場合には、書面による郵送又は当社ホームページ
（http://www.sei.co.jp/ir/）において掲載することによりお知らせいたします。
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議決権行使のご案内
株主総会における議決権は、次のいずれかの方法により行使いただくことができます。後記の株
主総会参考書類（5頁から12頁）をご確認のうえ、議決権の行使をお願い申し上げます。

株主総会に
出席する場合

書面による
議決権行使の場合

インターネット等による
議決権行使の場合

同封の議決権行使書用紙をご持参
いただき、会場受付にご提出下さ
い。

同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示のうえ、ご返送下
さい。
なお、各議案につきまして賛否のご表
示がない場合は、賛成の表示があった
ものとしてお取り扱いいたします。

インターネット等により議決権を行使
される場合は、次頁 ｢インターネット
等による議決権行使のご案内｣ をご確
認のうえ、議決権を行使下さい。

こちらに、各議案の賛否をご記入下さい。

▶ 賛成の場合　 ⇒「賛」の欄に○印
▶ 否認する場合 ⇒「否」の欄に○印

▶ 全員賛成の場合　 ⇒「賛」の欄に○印
▶ 全員否認する場合 ⇒「否」の欄に○印
▶ 一部の候補者を否認する場合
⇒「賛」の欄に○印をし、否認する候補者の
番号をご記入いただくか、「否」の欄に○印を
し、賛成する候補者の番号をご記入下さい。

第１・４号議案

第２・３号議案

議決権行使書用紙のご記入方法

2017年６月28日（水曜日）
午前10時

開催日時

2017年６月27日（火曜日）
午後５時15分到着分

行使期限

2017年６月27日（火曜日）
午後５時15分受付分

行使期限

議決権行使書

●  書面とインターネット等により二重に議決権を行使された場合は、インターネット等によるものを
有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

●  インターネット等によって、複数回数、又は、パソコンと携帯電話で重複して議決権を行使された
場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。
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議決権をインターネットにより行使される場合は、次の事項をご了承のうえ、議決権行使ウェブサイトに
アクセスいただき、議決権行使書用紙の右片に記載の「議決権行使コード」と「パスワード」を入力し 
ログインされた後、画面の案内に従って行使していただきますようお願い申し上げます。

インターネット等による議決権行使のご案内

機関投資家の皆さまへ
株式会社ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームの利用を同社に事前に申し込まれた場合には、当社株主総会における議決
権行使の方法として、当該プラットフォームをご利用いただくことができます。

議決権行使ウェブサイトのご利用に関するお問い合わせ
三井住友信託銀行株式会社　証券代行ウェブサポート

以降は画面の指示に従って賛否をご入力下さい。

議決権行使ウェブサイトにアクセス

携帯電話やスマートフォンな
どの場合、議決権行使書用紙
右片に記載のQRコード®を読
み取ってアクセスいただくこ
とも可能です。
（QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。）

※画像はイメージ
「次へすすむ」を
クリックして下さい。

※画像はイメージ

※画像はイメージ

議決権行使ウェブサイト http://www.web54.net

パスワードのお取り扱い
■   パスワードは、議決権を行使される方が株
主様ご本人であることを確認する手段です。
本総会終了まで大切に保管願います。

■   パスワードのお電話によるご照会にはお答
えいたしかねます。

■   パスワードは、一定回数以上間違えるとロ
ックされ使用できなくなります。パスワー
ドの再発行をご希望の場合は、画面の案内
に従ってお手続き下さい。

システム等に関するご注意事項
■   議決権行使ウェブサイトをご利用いただく
ためには、次のシステム環境が必要です。

　① インターネットにアクセスできること。
　② パソコンを用いられる場合には、インターネット閲
覧（ブラウザ）ソフトウェアとして、Ver.7以降の
Microsoft® Internet Explorer®を使用できること。
ハードウェアの環境として、上記インターネット閲
覧（ブラウザ）ソフトウェアを使用できること。

　③ 携帯電話を用いられる場合には、使用する機種が、
128bitSSL通信（暗号化通信）が可能な機種であるこ
と。なお、スマートフォンを含む携帯電話のフルブラ
ウザ機能を用いた議決権行使も可能ですが、機種に
よってはご利用いただけない場合があります。

　　 （Microsoft及びInternet Explorerは、米国Microsoft 
Corporationの米国及びその他の国における登録商
標です。）

■   接続料金及び通信料金
●   議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際の接続料金
及び通信料金等は株主様のご負担となります。

ログイン
お手元の議決権行使書用
紙の右下に記載された
「議決権行使コード」を
入力し、「ログイン」を
クリックして下さい。

議決権行使書

パスワードの入力
お手元の議決権行使書用
紙の右下に記載された
「パスワード」を入力し、
「次へ」をクリックして
下さい。

議決権行使書

1

2

3

 0120－652－031 
（ 受付時間　午前９時 ～ 午後９時 ）
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

第１号議案 剰余金処分の件
　
株主の皆様への利益還元につきましては、安定的な配当の維持を基本に、連結業績、配当性向、
内部留保の水準等を総合的に勘案して実施していくことを基本方針としております。
第147期の期末配当金につきましては、当期の業績等を勘案し、前期期末配当金に比べ１株につ
き３円増額し21円とし、さらに当社が本年４月に創業百二十周年を迎えたことを記念する記念
配当２円を加え、以下のとおり合計23円といたしたいと存じます。これにより、中間配当金
（17円）を含めました当期の配当金は、前期に比べ５円増の１株につき年40円（普通配当38円、
記念配当２円）となります。

１．期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類
金銭

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき 23円 (普通配当21円、記念配当２円）
配当総額 17,942,004,634円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日
平成29年６月29日

２．その他の剰余金の処分に関する事項

該当事項はありません。
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第２号議案 取締役３名選任の件
　
本総会終結の時をもって、取締役 矢野 厚氏が辞任により取締役を退任されるほか、本年３月
31日をもって川井文義氏が取締役を辞任されておりますので、その補充を含め取締役３名の選
任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。
（候補者名左の数字は候補者番号を示します）

いの うえ おさむ 新任

１ 井 上 治 ■生年月日
昭和27年８月25日生

■所有する当社株式数
14,410株

　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

昭和50年４月 当社入社
平成13年１月 自動車部長
平成15年７月 自動車事業本部業務部長
平成16年６月 執行役員、自動車事業本部副本部長、自動車事業本部業務部長
平成18年１月 住友電装㈱執行役員、支配人
平成18年６月 同社取締役、常務執行役員、企画本部長、関係会社本部長
平成19年６月 同社取締役、専務執行役員
平成20年６月 当社常務取締役、自動車事業本部長
平成21年４月 取締役、スミトモ エレクトリック ボードネッツェ ゲーエムベ

ーハー（現 スミトモ エレクトリック ボードネッツェ エスエ
ー）社長

平成24年６月 自動車事業本部副本部長、住友電装㈱取締役、社長
平成29年４月 常務執行役員、住友電装㈱取締役
現在に至る

［重要な兼職の状況］
住友電装㈱取締役

取締役候補者とした理由
井上 治氏は、平成20年６月より常務取締役として自動車部門において本部
長を、その後は海外子会社社長を務め、さらには平成24年６月から本年３月
まで、当社の重要な子会社である住友電装㈱の社長として、当社グループの
経営の一翼を担い、当社の「取締役・監査役候補の指名方針」に照らして当
社取締役に適任であると判断したため、取締役としての選任をお願いするも
のであります。
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は とう ひで お 新任

２ 羽 藤 秀 雄 ■生年月日
昭和32年９月３日生

■所有する当社株式数
5,000株

　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

昭和56年４月 通商産業省入省
平成19年４月 経済産業省大臣官房審議官
平成20年４月 資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部長
平成21年９月 消費者庁審議官
平成23年７月 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（現 国立研

究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）副理事長
平成25年６月 特許庁長官
平成26年７月 退官
平成28年６月 当社常務執行役員
現在に至る

取締役候補者とした理由
羽藤秀雄氏は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構副理
事長や特許庁長官など、要職を歴任し豊富な経験を有しております。また、
当社においては、平成28年６月より常務執行役員として広報、経営企画、知
的財産部門等のコーポレートスタッフ部門を所管し、当社の「取締役・監査
役候補の指名方針」に照らして当社取締役に適任であると判断したため、取
締役としての選任をお願いするものであります。
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しら やま まさ き 新任

３ 白 山 正 樹 ■生年月日
昭和36年11月29日生

■所有する当社株式数
6,000株

　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

昭和60年４月 当社入社
平成24年６月 新規事業開発部長
平成25年６月 執行役員、ネットワーク営業本部副本部長、新規事業マーケティ

ング部長、新規事業開発本部営業推進部長
平成26年６月 常務執行役員、社会システム営業本部長
現在に至る

取締役候補者とした理由
白山正樹氏は、当社において電力をはじめインフラ事業に関する営業部門に
おける豊富な業務経験を有しております。また、平成26年６月より常務執行
役員として社会システム営業部門において本部長を務めており、当社の「取
締役・監査役候補の指名方針」に照らして当社取締役に適任であると判断し
たため、取締役としての選任をお願いするものであります。

　

（注）1. 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2. 取締役候補者 井上 治氏は、平成29年6月23日付で住友電装㈱取締役を退任する予定です。
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第３号議案 監査役２名選任の件
　
本総会終結の時をもって、監査役 稲山秀彰氏は辞任され、また監査役 渡辺捷昭氏は任期が満了
いたしますので、監査役２名の選任をお願いするものであります。
監査役候補者は、次のとおりであります。
なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
（候補者名左の数字は候補者番号を示します）

はやし あきら 新任

１ 林 昭 ■生年月日
昭和33年６月30日生

■所有する当社株式数
17,400株

　

略歴、地位及び重要な兼職の状況

昭和56年４月 当社入社
平成21年７月 監査部長
平成23年５月 経理部長
平成28年１月 支配人
現在に至る

監査役候補者とした理由
林 昭氏は、当社において経理、財務部門における豊富な業務経験を有して
おります。また、平成28年１月より支配人として経理、財務、監査部門を所
管しており、当社の「取締役・監査役候補の指名方針」に照らして当社監査
役に適任であると判断したため、監査役としての選任をお願いするものであ
ります。
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わた なべ かつ あき 社外監査役候補者

２ 渡 辺 捷 昭 ■生年月日
昭和17年２月13日生

■所有する当社株式数
7,500株

　

略歴、地位及び重要な兼職の状況

昭和39年４月 トヨタ自動車工業㈱（現 トヨタ自動車㈱）入社
平成４年９月 トヨタ自動車㈱取締役
平成９年６月 同社常務取締役
平成11年６月 同社専務取締役
平成13年６月 同社取締役副社長
平成17年６月 同社取締役社長
平成21年６月 同社取締役副会長
平成23年６月 同社相談役
平成25年６月 同上、当社監査役（社外監査役）
平成27年６月 同社顧問、当社監査役（社外監査役）
現在に至る

［重要な兼職の状況］
トヨタ自動車㈱顧問
㈱九州フィナンシャルグループ取締役（社外取締役）

社外監査役候補者とした理由
渡辺捷昭氏は、長年に亘りグローバルに事業活動を展開する企業の経営に携
わられ、企業経営全般に関する豊富な経験と高い識見を有しておられ、当社
の「取締役・監査役候補の指名方針」に照らして当社社外監査役に適任であ
ると判断したため、社外監査役としての選任をお願いするものであります。
同氏は、平成25年６月に当社監査役に就任以来、33頁に記載の取締役会、監
査役会での発言のほか、当社の各種会議や当社、関係会社の事業所視察など
の様々な場面でも、独立した立場から積極的に客観的かつ有益な意見を述べ
られ、当社の持続的成長、中長期的な企業価値向上に向けて、監査の面では
もちろん、中期計画及び年度計画への取組み、並びに関係会社のマネジメン
ト、工場運営を含む事業管理など経営の効率性向上の面でも、貢献していた
だいております。

（注）1. 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2. 監査役候補者 林 昭氏は、監査役 稲山秀彰氏の補充として選任されるものであります。
3. 渡辺捷昭氏は、社外監査役候補者であり、また㈱東京証券取引所等の定める独立役員の候補者であります。
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4. 社外監査役候補者（渡辺捷昭氏）に関する特記事項は以下のとおりであります。
(1) 社外監査役候補者が当社の社外監査役としての最終の任期中に当社において法令又は定款に違反する事実その他不正な業
務の執行が行われた事実、並びに当該候補者がその事実の発生の予防及び発生後の対応として行った行為
当社は、渡辺捷昭氏が平成25年６月に当社監査役に就任して以降の平成25年12月に、東京電力㈱向け架空送電工事の
受注に関し、独占禁止法に違反する行為があったとして、公正取引委員会から排除措置命令等を受けましたが、当該違
反行為は当該任期以前に終了していると認定されております。このほか当社は、平成20年ないし平成21年以前の違反
行為についての処分として、自動車用ワイヤーハーネス関連製品の取引に関し、平成25年７月に欧州委員会から競争
法に違反する行為があったとする決定及び平成26年８月に中国の国家発展改革委員会から同国独占禁止法に基づく課
徴金納付命令を受け、また、高圧・特別高圧電力ケーブルの取引に関し、平成26年４月に㈱ジェイ・パワーシステム
ズとともに欧州委員会から競争法に違反する行為があったとして課徴金を課されております。渡辺捷昭氏は、コンプラ
イアンスに関し、日頃から、グローバルな規制等の変化や他社の不祥事も踏まえ、内部統制システムや具体的施策につ
いて確認・意見表明しており、なかでも、海外の競争法を含めた独占禁止法違反行為の根絶・再発防止につき、グルー
プ全体の競争法コンプライアンス体制の整備・充実やその徹底・定着等について発言を行っております。

(2) 社外監査役候補者が当社の監査役に就任してからの年数
　渡辺捷昭氏の監査役在任期間は、本総会終結の時をもって、４年であります。

(3) 責任限定契約の内容の概要
当社は、渡辺捷昭氏との間で、会社法第423条第１項の責任について、同氏がその職務を行うにつき善意でありかつ重
大な過失がなかったときは、金10百万円又は会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額を限度
として損害賠償責任を負担するものとする責任限定契約を締結しております。

　

　

【ご参考】取締役・監査役候補の指名方針

①社内取締役は、「萬事入
ばんじにっせい

精」「信用確実」「不趨浮
ふ す う ふ り

利」を柱とする住友事業精神を備え実践している者、
当社事業において豊富な経験と優れた実績がある者、当社の置かれた環境と今後の変化を踏まえ経営
に関し客観的判断能力を有する者、先見性及び洞察力など人格・識見に秀でた者を候補者として選任
する。

②社外取締役は、会社経営の経験者、各分野の専門家、学識経験者等の中から、会社の持続的な成長を
促し中長期的な企業価値の向上を図る観点から当社経営の監督者として相応しい人物を候補者として
選任する。

③監査役は、会社経営の経験者及び法律、財務、会計に関する専門的な知見を有した人物を候補者とし
て選任する。

④取締役・監査役候補者の選任は、指名諮問委員会にて客観的視点から審議を行い、その答申をもとに
取締役会の決議によって決定する。
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第４号議案 取締役賞与支給の件
　
当期末時点の取締役13名のうち社外取締役（２名）を除く11名に対して、当期の業績及び従来
の支給額等を勘案し、取締役賞与総額250百万円を支給いたしたいと存じます。
　

以 上
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（添付書類）
事業報告

（平成28年 ４ 月 １日から）平成29年 ３ 月31日まで
　

　

１．企業集団の現況に関する事項

（1）事業の経過及びその成果

当期の世界経済は、概ね緩やかな回復傾向
が続いたものの、英国のEU離脱問題や米国の
新政権発足による不確実性の高まり、新興国
経済の成長鈍化による影響懸念などから、先
行きへの不透明感が強まっています。日本経
済も、個人消費が伸び悩み、足踏み状態とな
りました。
　当社グループを取り巻く事業環境につきま
しては、海外を中心に自動車用ワイヤーハー
ネスや光ファイバ・ケーブル、光・電子デバ
イス等の需要は堅調であったものの、携帯機
器用FPC（フレキシブルプリント回路）の需
要減少、及び円高や銅価格下落の影響が大き
く、厳しいものとなりました。このような環
境のもと、当期の連結決算は、売上高は
2,814,483百万円（前期2,933,089百万円、
4.0％減）と前期比で減少しましたが、利益
面では、グローバルでのコスト低減、新製品
の開発・拡販を進め、営業利益は150,503百
万円（前期143,476百万円、4.9％増）、経常
利益は173,872百万円（前期165,658百万
円、5.0％増）、親会社株主に帰属する当期純
利益は107,562百万円（前期91,001百万円、
18.2％増）と、それぞれ前期に比べ増益とな

りました。
　次に、各部門の概況についてご報告申し上
げます。

① 自動車関連事業
ワイヤーハーネスや自動車電装部品、防振
ゴムで新規車種への採用拡大などグローバル
での需要捕捉を積極的に進め、特に中国をは
じめとする海外での販売数量が増加した一方
で、円高や銅価格下落の影響を受け、売上高
は1,513,221百万円と28,764百万円（1.9
％）の減収となりました。営業利益は
98,616百万円と、円高の影響があったもの
の、グローバル生産拠点でのコスト低減を進
め、9,962百万円の増益となりました。
② 情報通信関連事業
　円高の影響を受けたものの、光ファイバ・
ケーブル、光・電子デバイスにおいて中国や
米国をはじめとする海外を中心に需要が増加
し、売上高は198,240百万円と13,552百万
円（7.3％）の増収となりました。営業利益
も21,509百万円と、需要増加に加え、デー
タセンター向け光ケーブルの需要捕捉による
採算改善やコスト低減を進めたことにより、
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9,606百万円の増益となりました。
③ エレクトロニクス関連事業
電子ワイヤーで新規需要開拓により販売数
量が増加した一方で、携帯機器用FPCの需要
減少及び新製品生産立ち上げ遅れによる販売
数量減少や価格競争激化に加え、円高の影響
もあり、売上高は251,113百万円と60,908
百万円（19.5％）の減収となりました。営業
損失も10,898百万円と、FPCの生産量減少
に伴う採算悪化の影響もあり、21,101百万
円の大幅な悪化となりました。
④ 環境エネルギー関連事業
　主に銅価格下落の影響のため、売上高は
621,418百万円と38,125百万円（5.8％）の減
収となりました。営業利益は20,807百万円
と、住友電設㈱の海外子会社で過年度の不適

切会計の修正処理による損失計上があった一
方で、電力ケーブルでのコスト低減、日新電
機㈱で高精細・中小型FPD（フラットパネル
ディスプレイ）製造用イオン注入装置の需要
捕捉及び採算改善が進んだことなどにより、
7,403百万円の増益となりました。
⑤ 産業素材関連事業他
円高の影響などにより、売上高は303,943
百万円と8,211百万円（2.6％）の減収とな
りました。営業利益は20,491百万円と、前
期は㈱アライドマテリアルでタングステン及
びモリブデン相場下落に伴う原材料の時価評
価損の計上があったほか、スチールコードで
海外でのコスト低減を進め採算が改善したこ
となどにより、1,257百万円の増益となりま
した。

部門別売上高及び営業利益

部 門
前 期 当 期

売上高 営業利益 売上高 営業利益
百万円 百万円 百万円 百万円

自 動 車 関 連 事 業 1,541,985 88,654 1,513,221 98,616
情 報 通 信 関 連 事 業 184,688 11,903 198,240 21,509
エ レ ク ト ロ ニ ク ス 関 連 事 業 312,021 10,203 251,113 △ 10,898
環 境 エ ネ ル ギ ー 関 連 事 業 659,543 13,404 621,418 20,807
産 業 素 材 関 連 事 業 他 312,154 19,234 303,943 20,491
部 門 間 取 引 の 消 去 等 △ 77,302 78 △ 73,452 △ 22

百万円 百万円 百万円 百万円
合 計 2,933,089 143,476 2,814,483 150,503
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（2）設備投資の状況

当期において実施した設備投資の総額は1,837億円で、部門別には次のとおりとなっており
ます。

部 門 設備投資額 主 な 設 備 投 資 の 内 容
億円

自 動 車 関 連 事 業 769 ワイヤーハーネス、防振ゴムの増産及び合理化投
資など

情 報 通 信 関 連 事 業 241 光・電子デバイス製品、光ファイバ・ケーブルの
増産及び合理化投資など

エ レ ク ト ロ ニ ク ス 関 連 事 業 342 FPC、電子ワイヤーの増産及び合理化投資など

環 境 エ ネ ル ギ ー 関 連 事 業 240 送配電用電線・ケーブル、電力機器の増産及び合
理化投資など

産 業 素 材 関 連 事 業 他 245 超硬工具、焼結部品の増産及び合理化投資など

（3）資金調達の状況
　

当社グループは、長期借入金返済や設備資金及び社債償還の資金等への充当を目的として、
社債の発行500億円や長期借入323億円等による資金調達を実施いたしました。
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（4）対処すべき課題
　

今後の世界経済は、欧米における政策の不
確実性、新興国経済の下振れリスク、政情不
安や金融資本市場の変動による影響等によ
り、さらに不安定となることが懸念されま
す。日本経済も個人消費等に力強さを欠く状
態が継続し、先行き不透明な状況が続くもの
と予想されます。
　このような情勢のもと、当社グループは、
住友事業精神と住友電工グループ経営理念を
根本に据え、Ｓ（安全）、Ｅ（環境）、Ｑ（品
質）、Ｃ（コスト）、Ｄ（物流・納期）、Ｄ
（研究開発）のさらなる進化に努めながら、
中期経営計画「17VISION」の最終年度にあ
たる平成29年度（2017年度）を、中期目標
の達成に向けた仕上げの年として、各事業に
おいて次の施策を進めてまいります。
まず、自動車関連事業ではグローバル総合

部品メーカーを目指し、自動車の軽量化に寄
与し耐久性に優れた高強度アルミハーネス、
環境対応車向けの高電圧ハーネス、複雑化・
高度化が進む自動車の電子制御に対応した電
装部品や高速通信用コネクタなどの開発・拡
販を加速してまいります。また、海外系顧客
向けのさらなるシェア拡大に努めるととも
に、一層のコスト低減にも注力してまいりま
す。住友理工㈱では、自動車用防振ゴム・ホ
ースにおいて、買収した海外事業の拠点、販

路、技術などを活かして、グローバルでの拡
販を図りつつ、引き続き体質強化に努めると
ともに、収益力の向上に取り組んでまいりま
す。
　情報通信関連事業では、光ファイバ・ケー
ブル、100Gbps*の高速光デバイス、携帯基
地局用GaN（窒化ガリウム）デバイスについ
て、海外での堅調な需要の確実な捕捉に引き
続き取り組むほか、海底ケーブル用の極低損
失光ファイバ、超多心光ケーブルをはじめと
するデータセンター関連製品や、高度道路交
通システムの拡販を一段と進めてまいりま
す。また、アクセス系ネットワーク機器の新
製品拡販にも引き続き注力し、収益力のさら
なる向上を図ってまいります。
エレクトロニクス関連事業では、携帯機器
用FPCについて当期は需要減少や競争激化に
加え、新製品の生産立ち上げ遅れにより採算
が厳しくなりましたが、グローバルでの徹底
した品質改善・コスト低減と拡販に注力する
とともに、当社グループの総合力を活かし、
さらなる高精細・極薄・高耐熱化による新製
品開発や車載市場等への事業拡大に取り組
み、収益改善を進めてまいります。また、電
子ワイヤー、照射チューブについても、グロ
ーバルでの生産強化と拡販を加速してまいり
ます。

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

* Gbps：gigabits per secondの略で、通信速度を表す単位。１Gbpsは１秒間に10億ビットのデータを送れ
ることを表します。
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　環境エネルギー関連事業では、昨年11月に
サウジアラビアの国営石油公社サウジアラビ
アン・オイル・カンパニーと海底電力ケーブ
ルの長期納入契約を締結しました。さらに本
年3月にドイツのシーメンス社と高電圧直流
送電分野で連携協力することに合意しまし
た。同社のコンバーター、当社の高圧直流電
力ケーブルといった先端技術をもとに、お客
様に対し最適なソリューションの提供を進
め、これらの取組みにより、グローバルでの
拡販を加速してまいります。また、コスト低
減による収益力向上や品質の強化に引き続き
取り組んでまいります。このほか、環境対応
車向けのモーター用平角巻線や電池用金属多
孔体の拡販を進め、さらに日新電機㈱や住友
電設㈱とも連携し、再生可能エネルギーやス
マートグリッド関連事業の拡大にも注力して
まいります。
　産業素材関連事業では、昨年9月に米国大
手焼結部品メーカーであるキーストーン社を
買収しましたが、これにより当社焼結部品事
業の米国におけるプレゼンスを向上させ、さ
らなるグローバルビジネスチャンスの獲得に
取り組んでまいります。超硬工具では、中
国、台湾、インド等新興国市場における需要

捕捉をこれまで以上に進めるとともに、引き
続き原料調達体制の強化を図ってまいりま
す。また、主力の自動車分野に加え、今後の
伸長が期待される航空機や精密加工分野向け
の新製品開発と拡販を加速いたします。この
ほか、PC鋼材やばね用鋼線についても、グロ
ーバル生産体制の拡充と拡販に注力してまい
ります。
　研究開発では、オリジナリティがありかつ
収益力に優れた新事業、新製品の創出に努め
てまいります。具体的には、新しい電力・エ
ネルギーインフラの構築に向けてレドックス
フロー電池、集光型太陽光発電装置、電力線
通信応用製品の事業化に向けた開発と国内外
での実証試験を加速するほか、超電導製品、
マグネシウム合金製品、水処理装置、SiC
（シリコンカーバイド）パワー半導体デバイ
スや次世代通信ネットワーク用製品などの事
業化に注力します。さらに将来に向けては、
先進交通安全システムや新たな機能を発現す
る新材料の探索など、社会ニーズを踏まえ当
社グループの特徴を生かした新製品の開発に
注力するとともに、製造現場でのAI*やIoT*
活用による生産革新、サイバーセキュリティ
対策にも積極的に取り組んでまいります。

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

* AI：Artificial Intelligence（人工知能）の略。
* IoT：Internet of Thingsの略。パソコンやスマートフォンなどの情報通信機器に限らず、あらゆる「モノ」

がインターネット等のネットワークに接続されること。
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最後に、法令遵守や企業倫理の維持は、当
社経営の根幹をなすものであり、企業として
存続・発展するための絶対的な基盤と考えて
おります。なかでも競争法コンプライアンス
は最重要の課題と位置付け、平成22年6月に
「競争法コンプライアンス規程」を制定して
以来、グループ全体でその強化に取り組んで
まいりました。今後も、住友事業精神の「萬

ばん

事入
じにっせい
精」「信用確実」「不

ふすうふり
趨浮利」* という理

念のもと、社会から信頼される公正な企業活
動の実践に真摯に取り組んでまいります。
　当社は本年4月1日をもって創業120周年を
迎えました。これもひとえに、株主各位のご
理解と温かいご支援の賜物と深く感謝し、厚
くお礼申し上げます。今後とも、持続的な成
長と企業価値向上に全力を挙げて取り組みま
すので、一層のご支援、ご鞭撻を賜わります
ようお願い申し上げます。

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

* 萬事入精：まず一人の人間として、何事にも誠心誠意を尽くすべきとの考え。
信用確実：何よりも信用を重んじること。
不趨浮利：常に公共の利益との一致を求め、一時的な目先の利益、不当な利益の追求を厳に戒めること。
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（5）財産及び損益の状況の推移
　

① 企業集団の財産及び損益の状況の推移
年度

項目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
（当期）

（百万円）
売 上 高 2,159,942 2,568,779 2,822,811 2,933,089 2,814,483

（百万円）
営 業 利 益 76,790 120,058 134,457 143,476 150,503

（百万円）
経 常 利 益 94,116 145,354 160,597 165,658 173,872

（百万円）
親会社株主に帰属する当期純利益 37,955 66,748 119,771 91,001 107,562

（円）
１株当たり当期純利益 47.85 84.15 151.00 114.73 137.61

（百万円）
純 資 産 1,244,695 1,379,912 1,646,913 1,561,289 1,626,502

（百万円）
総 資 産 2,297,567 2,554,819 2,925,785 2,742,848 2,903,584

（注）１．１株当たり当期純利益は期中の平均株式数に基づき算出しております。
　 ２．「企業結合に関する会計基準」（企業結合会計基準第21号）等を適用し、平成27年度より「当期純利益」を「親会社株主に

帰属する当期純利益」としております。
３．平成27年度につきましては、米国等の海外を中心に自動車ワイヤーハーネスや防振ゴムの需要が堅調であり、携帯機器用
FPC等の需要も増加し、売上高は前期を上回りました。また、先行投資による減価償却費や研究開発費の増加などの一方、
円安の効果やコスト低減などもあり、営業利益、経常利益も前期を上回りましたが、前期に住友スリーエム㈱（平成26年９
月１日付でスリーエム ジャパン㈱に商号変更）の株式売却等に伴う特別利益の計上があったため、当期純利益は前期を下
回りました。

４．平成28年度につきましては、前記「(1)事業の経過及びその成果」に記載のとおりであります。
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売上高

【ご参考】連結業績の推移

（億円） （億円）

（億円） （億円）

平成27年度平成24年度 平成25年度 平成28年度
(当期)

平成26年度

40,000

30,000

20,000

10,000

0

21,599
25,688

28,14529,33128,228

営業利益

平成27年度平成24年度 平成25年度 平成28年度
（当期）

平成26年度

2,000

1,500

1,000

500

0

768

1,201

1,5051,4351,345

平成27年度平成24年度 平成25年度 平成28年度
(当期)

平成26年度

2,000

1,500

1,000

500

0

380

667

1,076
910

1,198

平成27年度平成24年度 平成25年度 平成28年度
(当期)

平成26年度

2,000

1,500

1,000

500

0

941

1,454

1,7391,6571,606

経常利益 親会社株主に帰属する当期純利益

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月23日 19時22分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



21

② 当社の財産及び損益の状況の推移
年度

項目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
（当期）

（百万円）
売 上 高 779,753 832,484 910,657 928,976 901,892

（百万円）
営 業 利 益 △ 7,806 △ 5,071 △ 2,063 △ 1,414 △ 924

（百万円）
経 常 利 益 14,164 25,422 34,288 44,392 49,367

（百万円）
当 期 純 利 益 10,405 24,175 105,911 22,390 42,737

（円）
１株当たり当期純利益 13.11 30.47 133.50 28.22 54.66

（百万円）
純 資 産 614,207 629,865 722,905 707,504 707,105

（百万円）
総 資 産 1,064,793 1,120,231 1,180,671 1,220,413 1,237,498

（注） １株当たり当期純利益は期中の平均株式数に基づき算出しております。

（6）主要な事業内容（平成29年３月31日現在）
　

当社グループは次の製品の製造・販売及び工事の設計・施工を行っております。
部 門 主 要 製 品 等

自 動 車 関 連 事 業 ワイヤーハーネス、防振ゴム・自動車用ホース、自動車電装部品

情 報 通 信 関 連 事 業
光ファイバ・ケーブル、通信用ケーブル・機器、光融着接続機、光データリン
ク・無線通信用デバイスなどの光・電子デバイス製品、化合物半導体、アクセ
ス系ネットワーク機器（GE-PON・セットトップボックス・CATV関連製品
等)・交通制御などのネットワーク・システム製品

エレクトロニクス関連事業 電子ワイヤー、電子線照射製品、フレキシブルプリント回路、ふっ素樹脂製品

環境エネルギー関連事業
導電製品、送配電用電線・ケーブル・機器、巻線、空気ばね、受変電設備・制
御システムなどの電力機器、ビーム・真空応用装置、電気・電力工事及びエン
ジニアリング、金属多孔体、電子部品金属材料

産 業 素 材 関 連 事 業 他 PC鋼材、精密ばね用鋼線、スチールコード、超硬工具、ダイヤ・CBN工具、レ
ーザ用光学部品、焼結部品、半導体放熱基板
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（7）主要な営業所及び工場（平成29年３月31日現在）

① 当社
本 店 大阪市

営 業 所
大阪、東京、中部支社（名古屋市）、沖縄支店（那覇市）、九州支店（福岡市）、四
国支店（高松市）、中国支店（広島市）、北陸支店（富山市）、日立支店（茨城県日
立市）、東北支店（仙台市）、北海道支店（札幌市）

工 場 大阪製作所（大阪市）、伊丹製作所（兵庫県伊丹市）、横浜製作所（横浜市）

② 子会社
（国内）

会 社 名 所 在 地
住友電装㈱ 三重県四日市市
住友電工デバイス・イノベーション㈱ 横浜市
住友理工㈱ 名古屋市
日新電機㈱ 京都市
㈱ジェイ・パワーシステムズ 茨城県日立市
住友電工ハードメタル㈱ 兵庫県伊丹市
住友電設㈱ 大阪市
住友電工焼結合金㈱ 岡山県高梁市
住友電工スチールワイヤー㈱ 兵庫県伊丹市
住友電工ウインテック㈱ 滋賀県甲賀市
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（海外）
会 社 名 所 在 地

スミトモ エレクトリック ワイヤリング システムズ インク 米国
スミトモ エレクトリック ライトウェーブ コープ 米国
ジャッド ワイヤー インク 米国
スミデンソー ド ブラジル インダストリアス エレトリカス リミターダ ブラジル
スミトモ エレクトリック ワイヤリング システムズ（ヨーロッパ）リミテッド 英国
スミトモ エレクトリック ボードネッツェ エスエー ドイツ
ソウズ カビンド エスピーエー イタリア
ピーティー カリヤ スミデン インドネシア インドネシア
ピーティー スミ インド カベル ティービーケー インドネシア
エスイーアイ タイ エレクトリック コンダクター カンパニー リミテッド タイ
住友電工電子製品（深圳）有限公司 中国
蘇州住電装有限公司 中国
福州住電装有限公司 中国
恵州住潤電装有限公司 中国
スミトモ エレクトリック インターコネクト プロダクツ（ホンコン）リミテッド 中国香港
エスイーアイ エレクトロニック コンポーネンツ（ベトナム）リミテッド ベトナム
スミデンソー ベトナム カンパニー リミテッド ベトナム
（注）平成28年10月25日付でスミトモ エレクトリック ボードネッツェ アーゲーはスミトモ エレクトリック ボードネッツェ エス

エーに社名を変更いたしました。

③ 関連会社
会 社 名 所 在 地

住友ゴム工業㈱ 神戸市
㈱ミライト・ホールディングス 東京都江東区
㈱テクノアソシエ 大阪市
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（8）従業員の状況（平成29年３月31日現在）

① 企業集団の従業員の状況
部 門 従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

自 動 車 関 連 事 業 187,815名 5,485名
情 報 通 信 関 連 事 業 6,734 106
エ レ ク ト ロ ニ ク ス 関 連 事 業 25,852 526
環 境 エ ネ ル ギ ー 関 連 事 業 13,077 142
産 業 素 材 関 連 事 業 他 14,852 1,206

合 計 248,330名 7,465名
（注） 従業員数は就業人員（連結会社外への出向者を除き、連結会社外からの出向者を含む。）であります。

　
② 当社の従業員の状況
従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

5,034名 50名 42.0歳 17.4年
（注） 従業員数には、当社在籍者のうち社外への出向者6,381名は含んでおりません。

　
　
（9）重要な子会社及び関連会社の状況（平成29年３月31日現在）

会 社 名 資 本 金 出資比率 主 要 な 事 業 内 容
百万円 ％

住 友 電 装 ㈱ 20,042 100.00 自動車用ワイヤーハーネス、各種コネクタの製造・加
工・販売

住 友 電 工 デ バ イ ス ・
イ ノ ベ ー シ ョ ン ㈱ 15,000 100.00 化合物半導体を使用した光トランシーバ、光・電子デ

バイス及びこれらの応用製品の開発・製造・販売

住 友 理 工 ㈱ 12,145 50.56
（1.03）防振ゴム、ホース及び樹脂製品の製造・販売

日 新 電 機 ㈱ 10,253 51.00 受変電設備、プラント制御システム、太陽光発電シス
テム等の製造・販売

㈱ジェイ・パワーシステムズ 8,000 100.00 送配電用電線・ケーブルの製造・販売

住友電工ハードメタル㈱ 8,000 100.00 超硬工具及びダイヤ・CBN工具等の製造・販売
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会 社 名 資 本 金 出資比率 主 要 な 事 業 内 容
百万円 ％

住 友 電 設 ㈱ 6,440 50.17
（0.14）

送配電線、屋内配線、通信システム工事の設計・施
工・監理

住 友 電 工 焼 結 合 金 ㈱ 3,004 100.00 焼結部品の製造・販売

住友電工スチールワイヤー㈱ 3,000 100.00 PC鋼材、精密ばね用鋼線の製造・販売並びに硬鋼線
材、スチールコードの販売

住友電工ウインテック㈱ 3,000 100.00 巻線の製造・販売

スミトモ エレクトリック
ワイヤリング システムズ インク

[米国]
千米ドル
143,920

100.00
（40.00）

自動車用ワイヤーハーネス、各種コネクタの製造・販
売

※
スミトモ エレクトリック
ライトウェーブ コープ
　 [米国]

千米ドル
54,780

100.00
（100.00）

光ケーブル等の製造・販売並びに光ファイバ融着接続
機等の販売

ジャッド ワイヤー インク [米国] 千米ドル
40,000

100.00
（100.00）電子ワイヤーの製造・販売

スミデンソー ド ブラジル
インダストリアス エレトリカス
リミターダ [ブラジル]

千ブラジルレアル
162,921

100.00
（60.72）自動車用ワイヤーハーネスの製造・販売

スミトモ エレクトリック ワイヤ
リング システムズ (ヨーロッパ)
リミテッド [英国]

千ユーロ
84,024

100.00
（40.00）

自動車用ワイヤーハーネス、各種コネクタの製造・販
売

スミトモ エレクトリック
ボードネッツエ エスエー

[ドイツ]
千ユーロ
2,046

100.00
（40.00）自動車用ワイヤーハーネスの製造・販売

ソウズ カビンド エスピーエー
[イタリア]

千ユーロ
30,000

100.00
（40.00）自動車用ワイヤーハーネスの製造・販売

ピーティー カリヤ スミデン
インドネシア[インドネシア]

千米ドル
32,109

100.00
（4.49）荒引線の製造・販売

ピーティー スミ インド
カベル ティービーケー

[インドネシア]
千米ドル
52,431

92.40
（0.21）電線ケーブルの製造・販売

エスイーアイ タイ エレクトリック
コンダクター カンパニー リミテッド

[タイ]
百万バーツ
2,010

100.00
（0.00）

荒引線、アルミ線材・棒材、自動車用アルミ電線の製
造・販売

住友電工電子製品 (深圳 )
有限公司 [中国 ]

千人民元
623,483

100.00
（100.00）

電子ワイヤー、フレキシブルプリント回路の製造・販
売
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会 社 名 資 本 金 出資比率 主 要 な 事 業 内 容
％

蘇 州 住 電 装 有 限 公 司
[中国]

千人民元
347,585

100.00
（100.00）自動車用ワイヤーハーネスの製造・販売

福 州 住 電 装 有 限 公 司
[中国]

千人民元
275,236

100.00
（100.00）自動車用ワイヤーハーネス・電線の製造・販売

恵 州 住 潤 電 装 有 限 公 司
[中国]

千人民元
288,020

87.86
（87.86）自動車用ワイヤーハーネスの製造・販売

スミトモ エレクトリック
インターコネクト プロダクツ
( ホンコン ) リミテッド

[中国香港]

千香港ドル
648,000 100.00 電子ワイヤー、フレキシブルプリント回路の販売

エスイーアイ エレクトロニック
コンポーネンツ (ベトナム) リミテッド

[ベトナム]
千米ドル
70,000 100.00 フレキシブルプリント回路の製造・販売

スミデンソー ベトナム
カンパニー リミテッド

[ベトナム]
千米ドル
35,000

100.00
（100.00）自動車用ワイヤーハーネスの製造・販売

住 友 ゴ ム 工 業 ㈱ 百万円
42,658

28.74
（0.06）自動車用タイヤ等の製造・販売

㈱ミライト・ホールディングス 7,000 22.15
（3.14）

電気通信工事、電気工事、土木工事、建築工事等を
行う子会社及びグループ会社の経営管理

㈱ テ ク ノ ア ソ シ エ 5,001 33.74
（0.00）ねじ類、非鉄金属製品等の販売

（注）１．出資比率欄の（ ）内は、当社子会社の出資比率を内数で示しております。
２．会社名欄中、※印は当期より追加した会社であります。
3．平成28年10月25日付でスミトモ エレクトリック ボードネッツェ アーゲーはスミトモ エレクトリック ボードネッツェ
エスエーに社名を変更いたしました。
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（10）重要な企業再編等
平成２８年９月３０日付で、キーストーン パウダード メタル カンパニーを買収するこ
とを目的として、米国法上の手続に則り、同社と当社の完全子会社である持株会社が設立した
特別目的会社とを、同社を存続会社とする合併により統合し、統合後の会社を当社の完全子会
社としました。

（11）主要な借入先（平成29年３月31日現在）
借 入 先 借 入 金 残 高

百万円
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 67,624
株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 42,457
農 林 中 央 金 庫 32,560
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 28,721
株 式 会 社 三 重 銀 行 19,100
株 式 会 社 百 五 銀 行 16,000
三 菱 U F J 信 託 銀 行 株 式 会 社 15,700
株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 15,000

（注）１．上記の借入金残高には、各金融機関の海外現地法人からの借入を含みます。
２．上記のほか、シンジケートローンとして154,400百万円があります。

　
（12）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　

自動車関連事業分野の競争法違反行為について、一部の自動車メーカーと損害賠償に関する
交渉を行っております。
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２．株式に関する事項（平成29年３月31日現在）

（1）発行可能株式総数 3,000,000,000株
（2）発行済株式の総数 793,940,571株（前期末比 増減なし）
（3）１単元の株式の数 100株
（4）株 主 数 53,832名（前期末比 3,891名減）
（5）大 株 主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
千株 ％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 61,136 7.84
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 49,536 6.35
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 24,703 3.17
住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 15,556 1.99
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 14,490 1.86
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 14,099 1.81
G O V E R N M E N T O F N O R W A Y 11,851 1.52
STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234 11,475 1.47
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口７） 10,907 1.40
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口１） 10,739 1.38

千株 ％
合 計 224,496 28.78

（注）１．住友生命保険相互会社は、上記のほかに、当社株式8,000千株（持株比率1.03％）につき退職給付信託を設定し、議決権行
使の指図権を留保しております。

２．日本電気㈱は、当社株式6,914千株を保有しているほか、6,900千株（保有分と合算した持株比率1.77％）につき退職給付
信託を設定し、議決権行使の指図権を留保しております。

３．持株比率は、自己株式13,853,413株を発行済株式の総数から控除して算出しております。
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３．会社役員に関する事項
　
（1）取締役及び監査役の氏名等（平成29年３月31日現在）

氏 名 地位及び担当 重要な兼職の状況
※松 本 正 義 社 長

※内 桶 文 清 副 社 長
新規事業開発本部長、エレクトロニク
ス部門（プリント回路事業）所管

住友ゴム工業㈱取締役、住友電工電子製
品（深圳）有限公司董事、エスイーアイ
エレクトロニック コンポーネンツ（ベト
ナム）リミテッド取締役

※西 田 光 男 副 社 長
自動車事業本部長、営業部門（中部支
社）所管

住友電装㈱取締役、スミトモ エレクトリ
ック ワイヤリング システムズ インク会
長、ソウズ カビンド エスピーエー取締
役、㈱京信共同代表理事

※川 井 文 義 専務取締役
生産技術本部長、コーポレートスタッ
フ部門（貿易管理）所管

矢 野 厚 常務取締役
研究開発本部副本部長（インフォコミ
ュニケーション・社会システム研究開
発担当）、情報通信部門（システム事
業）所管

牛 島 望 常務取締役
アドバンストマテリアル事業本部長

住友電工ハードメタル㈱取締役、住友電
工焼結合金㈱取締役

伊 藤 順 司 常務取締役
研究開発本部長

谷 信 常務取締役
コーポレートスタッフ部門（経理、財
務、情報システム、資材、物流管理）
所管

賀須井 良 有 常務取締役
生産技術本部副本部長（安全環境担
当）、コーポレートスタッフ部門（競争
法コンプライアンス、法務、総務、人
事、人材開発、経営企画、監査、貿易
管理）所管
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氏 名 地位及び担当 重要な兼職の状況
中 野 高 宏 常務取締役

電線・エネルギー事業本部長

○西 村 陽 常務取締役
情報通信事業本部長、エレクトロニク
ス部門（電子ワイヤー事業）所管

㈱ミライト・テクノロジーズ取締役、ス
ミトモ エレクトリック ライトウェーブ
コープ会長

平 松 一 夫 取締役 学校法人関西学院常任理事、㈱池田泉州
ホールディングス取締役、新明和工業㈱
取締役、大同生命保険㈱監査役

○佐 藤 廣 士 取締役 ㈱神戸製鋼所相談役、大日本住友製薬㈱
取締役

稲 山 秀 彰 監査役（常勤）

小 椋 悟 監査役（常勤）

林 幹 監査役 公認会計士、税理士

渡 辺 捷 昭 監査役 トヨタ自動車㈱顧問、㈱九州フィナンシ
ャルグループ取締役

○上 原 理 子 監査役 弁護士、日本毛織㈱監査役
（注）１．※印の各氏は代表取締役であります。

２．〇印の各氏は、平成28年６月24日開催の第146期定時株主総会において、新たに取締役又は監査役にそれぞれ就任いたし
ました。

３．上記取締役中、平松一夫氏及び佐藤廣士氏は会社法第２条第15号に定める社外取締役であり、また㈱東京証券取引所等の定
めに基づく独立役員であります。

４．上記監査役中、林 幹氏、渡辺捷昭氏及び上原理子氏は会社法第２条第16号に定める社外監査役であり、また㈱東京証券取
引所等の定めに基づく独立役員であります。

５．監査役 稲山秀彰氏は、当社の経理・財務部門における長年の経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有する
ものであります。
監査役 林 幹氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであ
ります。

６．竹中裕之（副社長）、中嶋 誠（専務取締役）、齋藤成雄（常務取締役）の各氏は取締役を、垣見 隆氏（監査役）は監査役
を、それぞれ任期満了により平成28年６月24日付で退任いたしました。

（ ）内は退任時の地位等を示す。

７．第146期定時株主総会の翌日以降に在任し、当期の末日までに辞任により退任した取締役は次のとおりであります。

氏 名 退任年月日 退任時の地位及び担当 退任時の重要な兼職の状況
川 井 文 義 平成29年３月31日付 上記「地位及び担当」の

とおり
上記「重要な兼職の状況」
のとおり
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8．当期の末日後の取締役の地位及び担当の異動は次のとおりであります。

氏 名 新 旧 異動年月日
内 桶 文 清 副 社 長

新規事業開発本部長、コ
ーポレートスタッフ部門
（貿易管理）所管、エレク
トロニクス部門（プリン
ト回路事業）所管

副 社 長
新規事業開発本部長、エ
レクトロニクス部門（プ
リント回路事業）所管

平成29年４月１日付

西 田 光 男 副 社 長
生産技術本部長、自動車
事業本部長、営業部門
（中部支社）所管

副 社 長
自動車事業本部長、営業
部門（中部支社）所管

平成29年４月１日付

９．当期の末日後の取締役の重要な兼職の状況に関する変更は次のとおりであります。

氏 名 新 旧 変更年月日
松 本 正 義 公益社団法人関西経済連合

会会長
平成29年５月29日付

（予定）

西 田 光 男 住友電装㈱会長、スミトモ
エレクトリック ワイヤリン
グ システムズ インク会長、
ソウズ カビンド エスピー
エー取締役、㈱京信共同代
表理事

住友電装㈱取締役、スミト
モ エレクトリック ワイヤ
リング システムズ インク
会長、ソウズ カビンド エ
スピーエー取締役、㈱京信
共同代表理事

平成29年４月１日付

（2）取締役及び監査役の報酬等
　

① 取締役及び監査役の報酬等の総額
区 分 人 数 金 額

取 締 役 16名 850,090,000円
監 査 役 ６名 116,430,000円

（注）１．上記の人数には、平成28年６月24日付で退任した取締役３名及び監査役１名を含んでおります。
２．上記の取締役の金額には、第147期定時株主総会において、取締役賞与支給に関する議案が原案どおり承認可決された場合
の賞与支給額250百万円を含めております。
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② 報酬等の決定に関する方針
取締役の報酬については、職位毎に当社の取締役にふさわしい報酬水準を設定し、そのう

えで、各人の報酬は、役割や責任度合い並びに会社業績への貢献度に基づいて決定いたしま
す。なお、株主総会において承認決議をいただいた報酬額の枠内で決定いたします。また、
取締役の賞与については、総額は、毎期の会社業績、特に利益指標、配当水準等をもとに株
主総会の決議をいただいたうえで決定いたします。各人への配分は、中長期的な観点も踏ま
え、職位や責任度合い、主要目標の達成度、毎期の会社業績への貢献度に基づいて決定いた
します。取締役の報酬及び賞与は、報酬諮問委員会にて客観的視点から審議を行い、その答
申をもとに取締役会の決議によって決定いたします。
監査役の報酬については、株主総会において承認決議をいただいた報酬額の枠内で、監査

役の協議により決定いたします。
なお、役員の報酬決定に際しては、事業内容、規模等の類似する企業を対象とした、役員

報酬に関する第三者の調査を活用することにより、報酬、賞与及び年俸水準の客観性を確保
しております。

　
（3）社外役員に関する事項
　

① 当社と重要な兼職先（他の法人等の業務執行者又は社外役員等の兼務）との関係
区 分 氏 名 兼職先及び内容 兼職先との関係

取締役
平 松 一 夫

学校法人関西学院常任理事 特別の関係はありません。
㈱池田泉州ホールディングス
社外取締役 特別の関係はありません。

新明和工業㈱社外取締役 当社との間には、設備の修理委託等
の取引関係があります。

大同生命保険㈱社外監査役 特別の関係はありません。
佐 藤 廣　士 大日本住友製薬㈱社外取締役 特別の関係はありません。

監査役
渡 辺 捷 昭 ㈱九州フィナンシャルグループ

社外取締役 特別の関係はありません。

上 原 理 子 日本毛織㈱社外監査役 特別の関係はありません。
（注） 上記「兼職先及び内容」は、平成29年３月31日現在のものです。
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② 主な活動状況
区 分 氏 名 主な活動状況

取締役

平 松 一 夫

当期開催の取締役会14回のうち12回に出席し、必要に応じ、会計分野等の学
識や大学・学会等の運営に携わってきた豊富な経験に基づき、企業経営全般
にわたり発言を行っております。なお、コンプライアンスに関し、日頃から、
グローバルな規制等の変化や他社の不祥事も踏まえ、内部統制システムや具
体的施策について確認・意見表明しており、なかでも、海外の競争法を含め
た独占禁止法違反行為の根絶・再発防止については、グループ全体の競争法
コンプライアンス体制の整備・充実やその実効性の確保等について発言を行
っております。

佐 藤 廣　士

平成28年6月24日付で取締役に就任後、当期末までに開催の取締役会11回の
すべてに出席し、必要に応じ、鉄鋼等の素材、機械、エネルギー等の幅広い
事業領域を有する企業の経営者としての豊富な経験と高い識見に基づき、企
業経営全般にわたり発言を行っております。なお、コンプライアンスに関し、
日頃から、グローバルな規制等の変化や他社の不祥事も踏まえ、内部統制シ
ステムや具体的施策について確認・意見表明しており、なかでも、海外の競
争法を含めた独占禁止法違反行為の根絶・再発防止については、グループ全
体の競争法コンプライアンス体制の整備・充実やその実効性の確保等につい
て発言を行っております。

監査役

林 幹

当期開催の取締役会14回及び監査役会19回のすべてに出席し、必要に応じ、
公認会計士及び税理士として専門的な知識・経験並びにグローバルな企業活
動に関する豊富な知見に基づき、主に、リスク管理を含めた経営管理のあり
方、グローバルな規制等の変化や他社の不祥事を踏まえた施策やコーポレー
トガバナンス上の留意点等について発言を行っております。なお、コンプラ
イアンスに関し、日頃から、他の監査役と連携して内部統制システムや具体
的施策について確認・意見表明しており、なかでも、海外の競争法を含めた
独占禁止法違反行為の根絶・再発防止については、グループ全体の競争法コ
ンプライアンス体制の整備・充実やその徹底・定着等について発言を行って
おります。

渡 辺 捷 昭

当期開催の取締役会14回のすべてに、監査役会19回のうち18回に出席し、
必要に応じ、グローバルに事業活動を展開する企業の経営に携わってきたこ
とによる企業経営全般に関する豊富な経験と高い識見に基づき、主に、グル
ープ全体の実効性ある経営管理のあり方、グローバルな規制等の変化や他社
の不祥事を踏まえた施策やコーポレートガバナンス上の留意点等について発
言を行っております。なお、コンプライアンスに関し、日頃から、他の監査
役と連携して内部統制システムや具体的施策について確認・意見表明してお
り、なかでも、海外の競争法を含めた独占禁止法違反行為の根絶・再発防止
については、グループ全体の競争法コンプライアンス体制の整備・充実やそ
の徹底・定着等について発言を行っております。
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区 分 氏 名 主な活動状況

監査役 上 原 理 子

平成28年6月24日付で監査役に就任後、当期末までに開催の取締役会11回及
び監査役会13回のすべてに出席し、必要に応じ、弁護士として専門的な知
識・経験並びに企業のコンプライアンスを含むリスク管理及び危機管理等に
関する豊富な知見に基づき、主にリスク管理を含めた経営管理のあり方、グ
ローバルな規制の変化や他社の不祥事を踏まえた施策やコーポレートガバナ
ンス上の留意点等について発言を行っております。なお、コンプライアンス
に関し、日頃から、他の監査役と連携して内部統制システムや具体的施策に
ついて確認・意見表明しており、なかでも、海外の競争法を含めた独占禁止
法違反行為の根絶・再発防止については、グループ全体の競争法コンプライ
アンス体制の整備・充実やその徹底・定着等について発言を行っております。

③ 責任限定契約の内容の概要
当社は、定款の規定に基づいて、社外取締役及び社外監査役の全員との間で責任限定契約

を締結しており、その内容の概要は次のとおりであります。
　

社外取締役又は社外監査役は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任について、そ
の職務を行うにつき善意でありかつ重大な過失がなかったときは、金10百万円又は会社法
第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額を限度として損害賠償責任を負担
するものとする。

　
④ 報酬等の総額
取締役２名及び監査役４名 80,010,000円

（注） 上記の人数には、平成28年６月24日付で退任した監査役１名を含んでおります。
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４．会計監査人に関する事項

（1）会計監査人の名称
　

有限責任 あずさ監査法人
　
（2）会計監査人の報酬等の額
① 当社が支払うべき報酬等の額 154百万円
② 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 755百万円
（注）１．監査役会は、当事業年度の監査計画の内容、前年度の監査実績、報酬の前提となる見積の算出根拠等を精査した結果、会計

監査人の報酬額は妥当であると判断したことから、会社法第399条第１項にかかる同意をいたしました。
２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分し
ておらず、実質的にも区分できないため、①の金額にはこれらの合計額を記載しております。

３．当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（子会社の財務調査に関する指導・助言等）に
ついての対価を支払っております。

４．「1.（9）重要な子会社及び関連会社の状況」に記載しております当社の重要な子会社のうち、海外に所在する子会社は、当
社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む。）の監査
（会社法又は金融商品取引法（これらの法律に相当する外国の法令を含む。）の規定によるものに限る。）を受けております。

（3）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　

当社では、会社法第340条第１項各号に該当するときは、会計監査人を解任する方針です。そ
の他、会計監査人においてその職務遂行に関する公正さの確保ができないものと合理的に疑うべ
き事情が判明し当該会計監査人による監査の継続が不適当であると判断される場合には、当該事
情に応じ解任又は不再任といたします。
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５．業務の適正を確保するために必要な体制の整備についての決議の内容及び当
該体制の運用状況の概要

会社法第362条第４項第６号並びに会社法
施行規則第100条第１項及び第３項の株式会
社の業務の適正を確保するために必要な体制
の整備（内部統制システムの構築に関する基
本方針）について、当社が取締役会で決議し
ております内容、及び当該体制の運用状況の
概要は次のとおりです。

（1）内部統制システムの構築に関する基本方
針の決議の内容

①取締役の職務の執行に係る情報の保存及
び管理に関する体制
取締役会の議事録を作成し保存するととも
に、情報管理規程、文書規程及び書類保存規
程に定めるところに従い、起案決裁書等、取
締役の職務の執行及び決裁に係る情報につい
て記録し、適切に管理するものとする。

②損失の危険の管理に関する規程その他の
体制
災害、品質、安全、環境、与信及び貿易管

理などのグループ横断的な主要リスクについ
ては、各リスクを所管するコーポレートスタ
ッフ部門や当該部門担当の取締役等（「役付取
締役、役付執行役員」をいう。以下同じ）が
主催する委員会がグループ内に展開する対応
策や事故事例・防止策に従い、各部門が所管
事業の遂行に伴うリスクを再評価のうえリス
ク管理を行うものとする。
　なお、サイバー攻撃の増加・巧妙化に対応
したサイバーセキュリティ、グローバルな事
業展開に伴い重要性が増している贈賄防止、

機密情報・個人情報管理や法務、労務、税務
等の喫緊の課題については、リスク管理委員
会主導の下、関係部門が連携して体制の整備
や取組みの強化を図ることとしている。
また、部門に固有のリスクについては、専
門的知見を有するコーポレートスタッフ部門
や外部専門家の支援を適宜受けながらリスク
の軽減等を行う。
これらの活動は、リスク管理委員会が、リ
スク管理規程に従い統轄し、監査役、内部監
査部門及び各リスクを所管するコーポレート
スタッフ部門とも連携しながらモニタリング
する。
さらに、重大なリスクが顕在化し緊急の対

応が必要な場合には、リスク管理実務委員会
が危機レベルの判定や対策本部の設置等を行
う。

③取締役の職務の執行が効率的に行われる
ことを確保するための体制
取締役等や基幹職の職務執行が効率的且つ
適正に行われるよう、職制及び業務規程にお
いて担当部門、職務権限及び各組織の所管業
務を定める。
また、執行役員制及び事業本部制を採用し、

各事業本部、営業本部及び研究開発本部が、
本部長のもと、環境変化や顧客ニーズに応じ
た機動的な事業運営を行う体制とする。
なお、各本部の業績等については、中期計
画及びその達成に向けた年度計画を策定し、
経理部門及び経理担当役員が月次単位で達成
状況を把握・分析のうえ、経営会議・取締役
会に報告して所要の対策について検討する体
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制とする。
　TV会議やコンピュータ・情報通信システム
の活用を推進し、経営情報の効率的な収集・
分析及び活用・共有化を図る。

④取締役及び使用人の職務の執行が法令及
び定款に適合することを確保するための
体制
住友の事業精神並びに経営理念を敷衍した
企業行動憲章や具体的な禁止事項等を示した
コンプライアンス行動指針の浸透に努めるほ
か、トップの発言・行動を通じ、法令遵守、
企業倫理の維持が経営の根幹をなすものであ
ることを徹底する。
社長を委員長とするコンプライアンス委員
会において、グループ横断的なコンプライア
ンス・リスクの把握・分析、コンプライアン
ス行動指針の作成・見直し、研修の企画・実
施、違反事例に係わる原因の究明や再発防止
策の立案並びにそれらのグループ内への周知
徹底及びコンプライアンス推進活動のモニタ
リング等を行う。
一方、各部門においては、部門特有のリス

クを含め、コンプライアンス・リスクを把握、
分析のうえ発生防止策を講じることとしてお
り、コンプライアンス委員会、法務部、監査
役及び内部監査部門は連携して、そのモニタ
リングを行う。
なお、国内外の競争法の遵守については、
グループ内における疑わしい行為を含むカル
テル・談合行為根絶のため、競争法に関する
教育を継続的に実施するとともに、コンプラ
イアンス委員会の下で、競争法コンプライア
ンス室が、各本部の専任組織もしくは競争法
コンプライアンス推進責任者と連携して、競
争法コンプライアンス規程の運用及び遵守状
況のモニタリングを行い、また、その他の競

争法コンプライアンスに関する施策を企画・
実行する。
また、コンプライアンス委員会は社内及び
社外に設置した相談・申告窓口に寄せられた
情報につき、適切に状況の把握を行い、必要
な対策をとるものとする。

⑤財務報告の適正性を確保するための体制
社長を委員長とする財務報告内部統制委員
会を設置するとともに、コーポレートスタッ
フ部門に推進組織を設け、それらの方針・指
導・支援のもと、各部門・子会社において、
金融商品取引法及び金融庁が定める評価・監
査の基準・実施基準に沿った、内部統制シス
テムの整備及び適切な運用を進め、財務報告
の適正性を確保するための体制の一層の強化
を図る。監査部は、各事業年度毎にグループ
全体の内部統制システムの有効性についての
評価を行い、その結果をもとに金融庁に提出
する内部統制報告書を取りまとめ、財務報告
内部統制委員会及び取締役会の承認を得るも
のとする。

⑥当社及び子会社から成る企業集団におけ
る業務の適正を確保するための体制
住友の事業精神並びに経営理念を敷衍した
企業行動憲章について、グループ会社にも浸
透を図り、事業運営上、尊重・遵守していく
べき事項の共有化に努める。
関係会社管理規程に基づき、当社経営会議、
取締役会で報告・付議すべき決定事項・発生
事実やリスク管理、コンプライアンス等に関
する一定の事項について子会社から報告を受
け、又は必要により当社と協議を行うものと
する。
加えて、各子会社の取締役ないし監査役に、
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所管本部等の関係者や経理部門の基幹職等が
就任し、各社の経営状況の把握に努めるほか、
グループ監査役会や当社人事部門、総務部門、
経理部門等のコーポレートスタッフ部門によ
る子会社関係部門との交流を通じて、リスク
管理やコンプライアンスの体制等に関する情
報交換を行うものとする。なお、リスク管理
やコンプライアンスに関する主な活動は、当
社本体のみならず、上場会社及びその子会社
を除く国内外の子会社を対象に行っている。
グループ横断的な主要リスクについては、
当社の担当部門等がグループ内に展開する対
応策や事故事例・防止策に従い、各子会社が
自社事業の遂行に伴うリスクを再評価のうえ
リスク管理を行うほか、各社固有のリスクに
ついても、当社の支援を受け、リスクの軽減
等を行う。
コンプライアンスに関しても、当社のコン
プライアンス委員会や法務部門等が、グルー
プ内に展開する主要なコンプライアンス・リ
スク及び発生防止策に従い、各子会社におい
て、自社特有のリスクを含め、対策を講じる
体制としている。なお、内部通報のための相
談・申告窓口は、各子会社に対し、独自の社
内窓口の設置について指導するとともに、国
内・海外それぞれにおいて、グループ共通の
社外窓口を設ける。
各子会社の事業は、事業本部制の下で機動
的に運営される体制となっている。各子会社
の事業計画は、各本部の中期計画及び年度計
画の一環として策定され、各本部の業績が月
次単位で経営会議、取締役会に報告されて、
所要の対策等が検討される体制としている。
また、子会社におけるコンピュータ、情報通
信システム等の活用についても、グループ共
通の基盤の利用を推進している。

⑦監査役の職務を補助すべき使用人に関す
る事項、当該使用人の取締役からの独立
性及び当該使用人に対する指示の実効性
の確保に関する事項
専ら監査役の業務を補助すべき部門として
監査役室を設置し、専任の者を含む使用人
（以下「監査役スタッフ」という）を配置する
ものとする。監査役スタッフの人事異動、人
事評価に際しては、あらかじめ監査役会に相
談して、意見を求めることとし、監査役スタ
ッフは、監査役の指揮命令に従うものとする。

⑧当社の取締役及び使用人、子会社の取締
役及び使用人又はこれらの者から報告を
受けた者が当社監査役に報告をするため
の体制その他の当社監査役への報告に関
する体制
監査役は、当社のグループ全体の運営を所
管する経営会議、リスク管理委員会、コンプ
ライアンス委員会等の重要な各種会議に陪席
することとする。その他、グループ内の突発
の法令・定款違反行為や重要な業務執行、内
部統制システムの変更（軽微なものを除く）
等について、取締役、部門長又は子会社社長
等から適宜監査役に報告する体制とする。

⑨監査役へ報告をした者が当該報告をした
ことを理由として不利な取扱いを受けな
いことを確保するための体制
内部通報窓口制度に関する規程において、
監査役スタッフに情報提供を行ったことを理
由として解雇その他の不利益な取扱いを行わ
ない旨を規定するなど、当社及び各子会社は、
監査役に前項⑧の報告をしたことを理由とし
て、当該報告をした者に対して不利な取扱い
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を行わない。

⑩監査役の職務の執行について生ずる費用
又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役の職務の執行について生ずる費用又
は債務の処理のために、毎年度、監査役の承
認のもと必要な予算を設定し、監査役から前
払又は支出した費用等の償還、負担した債務
の弁済の請求があった場合には、速やかに対
応するものとする。
また、監査役がその職務の執行に関連して

弁護士、公認会計士等の外部専門家に相談す
る場合の費用は、会社が負担することとする。

⑪その他監査役の監査が実効的に行われる
ことを確保するための体制

監査役が取締役及び部門長からヒアリング
を行う機会を適宜確保するとともに、取締役
会長、社長及びコーポレートスタッフ部門担
当役員等と監査役との意見交換会を定期的に
開催する。

(2) 運用状況の概要

①取締役の職務の執行に係る情報の保存及
び管理に関する体制
取締役会の議事録は、開催の都度作成され、

出席役員が記名押印したものを総務部が保存
している。起案決裁書等、取締役の職務の執
行及び決裁に係る文書や電子データについて
は、各部門において、情報管理規程、文書規
程及び書類保存規程に定めるところに従い管
理している。

②損失の危険の管理に関する規程その他の
体制
リスク管理委員会は、経営会議の開催に併
せて開催され、各取締役等が所管部門におけ
る重要なリスクの発現等について報告し、必
要により対策等につき審議を行っている。
グループ横断的な主要リスクについては、
基本方針に従い、各リスクを所管するコーポ
レートスタッフ部門や当該部門担当の取締役
等が主催する委員会が、グループ内に展開す
る対応策や事故事例・防止策を受けて、各部
門において所管事業の遂行に伴うリスクを再
評価のうえリスク管理を行っており、また、
部門に固有のリスクについても、適宜コーポ
レートスタッフ部門や外部専門家の支援を受
けながらリスクの軽減等を行っている。
グローバルな事業展開に伴い重要性が増し
ているリスクに対しては、機密情報管理に関
し、重要な技術情報の漏洩防止対策に取り組
んだほか、個人情報管理に関し、EU一般デー
タ保護規則の施行に向けた対応等を進めてい
る。また、サイバー攻撃の増加・巧妙化に対
してサイバーセキュリティの強化を進めるな
ど、リスク管理委員会主導の下、関係部門が
連携して体制の整備や取組みの強化を図って
いる。
これらの活動については、リスク管理委員
会並びにその事務局であるリスク管理室が、
監査役、監査部及び各リスクを所管するコー
ポレートスタッフ部門とも連携しながらモニ
タリングを行っている。
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③取締役の職務の執行が効率的に行われる
ことを確保するための体制
取締役等や基幹職の職務執行が効率的且つ
適正に行われるよう、職制及び業務規程にお
いて、担当部門、職務権限及び各組織の所管
業務を明確にしており、同規程の内容は必要
に応じ適宜改訂している。
各本部の業績等については、中期計画及び

その達成に向けた年度計画を策定し、経理部
門及び経理担当役員が月次単位で達成状況を
把握・分析して経営会議、取締役会に報告し、
所要の対策につき検討を行っている。
経営情報の収集・分析については、迅速且

つ効率的な収集を可能とする経理システムを
構築し、活用している。

④取締役及び使用人の職務の執行が法令及
び定款に適合することを確保するための
体制
住友の事業精神、企業行動憲章については、
それらを説明する冊子の配布等により、コン
プライアンス意識については、コンプライア
ンス行動指針の配布及び研修の実施により、
それぞれ浸透を図っている。また、社長が、
年頭の挨拶や社内報等グループ内でメッセー
ジを発する機会に、住友の事業精神の重要性
や、法令遵守、企業倫理の維持が経営の根幹
をなすものであることに言及し、それらの意
識の浸透を図っている。
平成28年度は、コンプライアンス委員会を
４回開催し、グループ横断的なコンプライア
ンス・リスクの把握・分析、コンプライアン
ス研修の企画・実施及び各部門のコンプライ
アンス推進活動のモニタリング等を行ってい
る。なお、コンプライアンス研修については、

国内では、当社の役員、昇進者、新入社員並
びに、当社及び子会社の管理者を対象とした
研修を実施し、海外では、競争法に関するウ
ェブによる研修等を実施した。
国内外の競争法の遵守については、国内外
子会社を含め、競争法に関する教育を実施す
るとともに、競争法コンプライアンス室が、
各本部の専任組織もしくは競争法コンプライ
アンス推進責任者と連携して、競争法コンプ
ライアンス規程の運用及び遵守状況のモニタ
リングを行っている。
コンプライアンス委員会は、当社及び国内

外の子会社が社内及び社外（法律事務所及び
専門業者）に設置した相談・申告窓口に寄せ
られた情報について適切に状況の把握を行い、
必要な対応を行っている。

⑤財務報告の適正性を確保するための体制
財務報告内部統制委員会及び関連コーポレ
ートスタッフ部門の指導・支援のもと、各部
門・子会社において内部統制システムの整備
及び運用を行っている。監査部は、グループ
全体の内部統制システムの有効性についての
評価を行い、その結果をもとに金融庁に提出
する内部統制報告書を取りまとめ、財務報告
内部統制委員会及び取締役会の承認を得てい
る。

⑥当社及び子会社から成る企業集団におけ
る業務の適正を確保するための体制
住友の事業精神、企業行動憲章については、
各子会社においても浸透を図っており、事業
運営上、尊重・遵守していくべき事項の共有
化に努めている。
関係会社管理規程に基づく所定の事項につ
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いては、各子会社から、各社の所管本部及び
関連コーポレートスタッフ部門が報告・相談
を受け、必要により当社経営会議、取締役会
に付議している。
各子会社の取締役ないし監査役には、所管

本部等の関係者や経理部門の基幹職等を配置
し、各社の経営状況の把握に努めている。
各子会社の事業計画は、各本部の中期計画
及び年度計画の一環として策定され、各本部
の業績は月次単位で経営会議、取締役会に報
告されて、所要の対策等につき検討を行って
いる。
リスク管理、コンプライアンスに関する取

組みについては、グループ監査役会のほか、
当社人事部門、総務部門、経理部門等のコー
ポレートスタッフ部門が開催する子会社関係
部門との会議等を通じて、情報交換を行うと
ともに、各子会社に対しては、関連コーポレ
ートスタッフ部門による指導・支援も行って
いる。また、主な活動については、当社本体
のみならず、上場会社及びその子会社を除く
国内外の子会社を対象に行っている。

⑦監査役の監査が実効的に行われることを
確保するための体制
専ら監査役の業務を補助すべき部門として
監査役室を設置し、専任者１名、兼務者４名
の使用人（以下「監査役スタッフ」という）
を配置している。監査役室は組織上いずれの
取締役等の担当下にも属さず、また、監査役
スタッフは監査役の指揮命令に従うこととし

ている。監査役スタッフの人事異動、人事評
価に際しては、監査役から意見の聴取を行っ
ている。
監査役は、経営会議、リスク管理委員会、
コンプライアンス委員会等の各種重要会議に
陪席している。取締役等、部門長及び子会社
社長等は、各種重要会議の内容につき補足を
要する重要な事項について、適宜監査役に対
して報告を行っている。
監査役の職務の遂行について生ずる費用や
債務の処理のために、監査役の承認のもと必
要な予算を設定しており、監査役から前払又
は支出した費用等の償還等の請求があった場
合には、速やかに対応している。
各取締役及び部門長は、監査役の求めに応
じて会合をもち、監査に必要な事項について
のヒアリングを受けている。また、平成28年
度は、社長及び人事・総務・経理担当役員に
よる監査役との会合を２回開催し、経営方
針・経営課題等について報告及び意見交換を
行っている。

以 上

　

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告に記載しております数字は、千株単位の株式数については表示単位未満の端数を切り捨て、その他は四捨五入によ

り表示しております。
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連結貸借対照表（平成29年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

退 職 給 付 に 係 る 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

1,426,553

180,034

648,411

792

449,070

49,734

101,245

△2,733

1,477,031

823,185

266,700

368,822

87,904

46,813

52,946

54,316

599,530

437,332

98,739

19,680

46,219

△2,440

（負 債 の 部）
流 動 負 債 824,175
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 378,110
短 期 借 入 金 179,584
１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 15,000
そ の 他 251,481

固 定 負 債 452,907
社 債 60,000
長 期 借 入 金 253,862
繰 延 税 金 負 債 65,988
退 職 給 付 に 係 る 負 債 54,553
そ の 他 18,504

負 債 合 計 1,277,082
（純 資 産 の 部）
株 主 資 本 1,311,224
資 本 金 99,737
資 本 剰 余 金 170,849
利 益 剰 余 金 1,061,374
自 己 株 式 △20,736

その他の包括利益累計額 104,202
その他有価証券評価差額金 76,784
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 227
為 替 換 算 調 整 勘 定 6,547
退職給付に係る調整累計額 20,644

非 支 配 株 主 持 分 211,076
純 資 産 合 計 1,626,502

資 産 合 計 2,903,584 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,903,584
（注） 記載金額は、百万円未満の端数を四捨五入して表示しております。
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連結損益計算書（平成28年 ４ 月 １日から）平成29年 ３ 月31日まで
（単位：百万円）

　

科 目 金 額
売 上 高 2,814,483
売 上 原 価 2,284,190
売 上 総 利 益 530,293
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 379,790
営 業 利 益 150,503
営 業 外 収 益
受 取 利 息 1,154
受 取 配 当 金 3,679
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 28,200
そ の 他 11,686 44,719
営 業 外 費 用
支 払 利 息 4,831
そ の 他 16,519 21,350
経 常 利 益 173,872
特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 14,432 14,432
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 4,331
事 業 構 造 改 善 費 用 6,046
和 解 金 10,135 20,512
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 167,792
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 39,068
法 人 税 等 調 整 額 2,379 41,447
当 期 純 利 益 126,345
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 18,783
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 107,562

　

（注） 記載金額は、百万円未満の端数を四捨五入して表示しております。

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月23日 19時22分 $FOLDER; 43ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

44

連結株主資本等変動計算書（平成28年 ４ 月 １日から）平成29年 ３ 月31日まで
（単位：百万円）

　

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
当 期 首 残 高 99,737 171,314 981,413 △677 1,251,787
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △27,541 △27,541
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 107,562 107,562
自 己 株 式 の 取 得 △20,059 △20,059
自 己 株 式 の 処 分 0 0 0
連 結 範 囲 の 変 動 △60 △60
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 △465 △465
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）
当 期 変 動 額 合 計 － △465 79,961 △20,059 59,437
当 期 末 残 高 99,737 170,849 1,061,374 △20,736 1,311,224
　

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当 期 首 残 高 74,629 2,134 27,680 4,309 108,752 200,750 1,561,289
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △27,541
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 107,562
自 己 株 式 の 取 得 △20,059
自 己 株 式 の 処 分 0
連 結 範 囲 の 変 動 △60
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 △465
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） 2,155 △1,907 △21,133 16,335 △4,550 10,326 5,776
当 期 変 動 額 合 計 2,155 △1,907 △21,133 16,335 △4,550 10,326 65,213
当 期 末 残 高 76,784 227 6,547 20,644 104,202 211,076 1,626,502

　

(注）記載金額は、百万円未満の端数を四捨五入して表示しております。
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貸借対照表（平成29年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
た な 卸 資 産
繰 延 税 金 資 産
短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金
投 資 損 失 引 当 金

558,977
16,501
16,657
250,126
23,461
13,985
159,620
81,447
△2,820
678,521
106,701
47,713
6,307
22,341
16,808
6,706
6,826
5,989
5,852
137

565,831
75,801
408,299
32,578
53,320
△55

△4,112

（負 債 の 部）
流 動 負 債 319,111
支 払 手 形 698
買 掛 金 151,939
短 期 借 入 金 121,195
未 払 金 16,113
未 払 費 用 19,924
そ の 他 9,242

固 定 負 債 211,282
社 債 30,000
長 期 借 入 金 162,221
繰 延 税 金 負 債 13,452
債 務 保 証 損 失 引 当 金 3,527
そ の 他 2,082

負 債 合 計 530,393
（純 資 産 の 部）
株 主 資 本 674,456
資 本 金 99,737
資 本 剰 余 金 177,683
資 本 準 備 金 177,660
そ の 他 資 本 剰 余 金 23
利 益 剰 余 金 417,608
利 益 準 備 金 18,329
そ の 他 利 益 剰 余 金 399,279
別 途 積 立 金 345,440
繰 越 利 益 剰 余 金 53,839
自 己 株 式 △20,572

評価・換算差額等 32,649
その他有価証券評価差額金 32,821
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △172

純 資 産 合 計 707,105
資 産 合 計 1,237,498 負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,237,498
（注） 記載金額は、百万円未満の端数を四捨五入して表示しております。
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損益計算書（平成28年 ４ 月 １日から）平成29年 ３ 月31日まで
（単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高 901,892
売 上 原 価 833,665
売 上 総 利 益 68,227

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 69,151
営 業 損 失 924

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 52,488
そ の 他 3,525 56,013
営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,455
そ の 他 4,267 5,722
経 常 利 益 49,367

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 6,496 6,496
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 767
投 資 有 価 証 券 評 価 損 3,930
事 業 構 造 改 善 費 用 2,762
和 解 金 2,229 9,688
税 引 前 当 期 純 利 益 46,175

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 △2,297
法 人 税 等 調 整 額 5,735 3,438
当 期 純 利 益 42,737

　

（注） 記載金額は、百万円未満の端数を四捨五入して表示しております。

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月23日 19時22分 $FOLDER; 46ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



47

株主資本等変動計算書（平成28年 ４ 月 １日から）平成29年 ３ 月31日まで
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別途積立金 繰 越 利 益

剰 余 金
当 期 首 残 高 99,737 177,660 23 177,683 18,329 345,440 38,643 402,412
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △27,541 △27,541
当 期 純 利 益 42,737 42,737
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 0 0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 － － 0 0 － － 15,196 15,196
当 期 末 残 高 99,737 177,660 23 177,683 18,329 345,440 53,839 417,608

　

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

自 己 株 式 株主資本合計 その他有価証券
評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 評 価 ・ 換 算

差 額 等 合 計
当 期 首 残 高 △570 679,262 28,221 21 28,242 707,504
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △27,541 △27,541
当 期 純 利 益 42,737 42,737
自 己 株 式 の 取 得 △20,002 △20,002 △20,002
自 己 株 式 の 処 分 0 0 0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 4,600 △193 4,407 4,407

当 期 変 動 額 合 計 △20,002 △4,806 4,600 △193 4,407 △399
当 期 末 残 高 △20,572 674,456 32,821 △172 32,649 707,105

（注） 記載金額は、百万円未満の端数を四捨五入して表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書（謄本）
独立監査人の監査報告書

平成29年５月９日
住友電気工業株式会社
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 谷 尋 史 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 前 田 俊 之 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 田 徹 雄 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、住友電気工業株式会社の平成28年４月１日から平
成29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、住友電気工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書（謄本）
　

独立監査人の監査報告書
平成29年５月９日

住友電気工業株式会社
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 谷 尋 史 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 前 田 俊 之 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 田 徹 雄 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、住友電気工業株式会社の平成28年４月１日
から平成29年３月31日までの第147期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書（謄本）

監 査 報 告 書

当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第147期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告い
たします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると
ともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び
財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通
及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
②取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びその子
会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１
項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている
体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期
的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
③財務報告に係る内部統制については、取締役等及び有限責任 あずさ監査法人から当該内部統制の評
価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし
た。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ
ムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
なお、財務報告に係る内部統制については、本監査報告書の作成時点において開示すべき重要な不備
はない旨の報告を取締役等及び有限責任 あずさ監査法人から受けております。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

なお、監査役といたしましては、最重要の課題と位置付けられております競争法コンプライアンスに
つきまして、当社グループを挙げて体制強化の諸施策を推進し、再発防止の徹底に取り組んでいるこ
とを確認しております。今後ともコンプライアンス体制の強化及び企業倫理の徹底が図られるよう引
き続き監査してまいります。

平成29年５月10日
住友電気工業株式会社 監査役会

監査役(常勤) 稲 山 秀 彰 ㊞
監査役(常勤) 小 椋 悟 ㊞
監査役(社外監査役)林 幹 ㊞
監査役(社外監査役)渡 辺 捷 昭 ㊞
監査役(社外監査役)上 原 理 子 ㊞

以 上
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

株主総会会場ご案内図

開催場所 ザ・リッツ・カールトン大阪　２階「ザ・グランド・ボールルーム」
大阪市北区梅田二丁目5番25号

交通のご案内
◎ＪＲ
	 �「大阪」駅 桜橋口から徒歩約７分
	 �「北新地」駅 西改札口から徒歩約７分
◎	阪神
	 �「梅田」駅 西口から徒歩約５分
◎	阪急
	 �「梅田」駅 中央改札口から徒歩約15分
◎	地下鉄
	 四つ橋線「西梅田」駅 北改札口から
	 徒歩約５分
	 御堂筋線「梅田」駅 南改札口から
	 徒歩約10分
	 谷町線「東梅田」駅 北西改札口から
	 徒歩約12分
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標識を左折
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631
阪神　梅田駅ガーデンアベニュー（地下通路）ガーデンアベニュー（地下通路）

株主総会会場
（ザ・リッツ・カールトン大阪）
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